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  日本におけるワーク･ライフ・バランス（以下、 「WLB」という。 ）の推進は、2007 年に内閣府で













中で、 低水準の既婚女性の就業率や合計特殊出生率といった問題が改善せず1、 特に長時間労働等 「基
本的な働き方の見直し」の必要性が強調された結果、WLB という目的を掲げた施策をパッケージと
して推進するという選択が行われている。 先進各国を見渡したときに、 日本に近い経緯で取組を推進
しているのが英国である。 英国も、 長時間労働という課題を抱え、 子育てや介護における家庭の役割・
女性の役割が強調されてきた国であったことなどを背景として、 男女雇用機会の均等を主眼とし、 「柔















                                                  


































   
  国による主な取組は、 下表の通りである。 特に、 WLB 施策として特徴的な取組は、 2000 年の 「WLB
向上キャンペーン（以下、 「WLB-CP」という。 ） 」と、2002 年雇用法で定められ 2003 年に施行され
                                                  
2  European Foundation for the Improvement of Living and Working Conditions【2003】は、欧州雇用
戦略やリスボン戦略の背景にあるEU各国の男女の労働時間の実態と選好のギャップと政策課題等を示し
ている。 
3WLB 政策は、組織再編により、貿易産業省(DTI：Department of Trade and Industry)から 2007 年にビ
ジネス・企業・規制改革省（BERR：Department for Business, Enterprise & Regulatory Reform）に、
2009 年にビジネス・イノベーション・技能省（BIS：Department for Business, Innovation and Skills）
に引き継がれている。 
4  英国の国の施策については、2004 年 12 月と 2010 年９月に筆者らが実施したＤＩＳ（2004 年） 、ＢＩ
Ｓ（2010 年） 、ＴＵＣ，ＮＰＯ団体 Working Families に対するインタビュー調査の結果と DIS・BIS 等
の公表資料に基づく。2004 年 12 月の調査は、男女共同参画会議少子化と男女共同参画に関する専門調査
会における調査の一環として実施されたものであり、 その成果は、 会議資料および同調査会報告書 【2003】
において公表されている。http://www.gender.go.jp/danjo-kaigi/syosika/siryo/sy05-4.pdf  
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た「フレキシブル・ワーキング法（以下、 「FW-Act」という。 ） 」 、FW-Act の対象層等を拡大させた
「仕事と家族法（以下、 「WF-Act」という。 ） 」である。 
 
表 1  英国における主な WLB 関連施策 
1997 年    「個人が仕事と育児や介護の責任を両立できる労働慣行の確立」重視方針 
1998 年      労働時間規制導入   
      雇用審判所の設置     
1999 年    Sure Start Program（就学前の子育て環境整備）開始 
      就業家族タックスクレジット導入   
      育児休暇制度、介護休暇制度導入   
2000 年    パートタイム労働者の不利益取扱いの防止に関する規則  制定   
     ワーク・ライフ・バランス向上キャンペーン（WLB-CP）開始  ※チャレンジ基金 
2002 年    父親休暇の創設。出産休暇手当の引き上げ。追加的出産休暇の導入。 
2003 年    フレキシブル・ワーキング（Flexible  Working）法施行  
2004 年    子育て支援 10 ヵ年計画策定 










表 2  英国における「柔軟な働き方」の例 
◆短時間勤務    ： フルタイムよりも短い時間で働く。 １日の所定労働時間を短くする場合と、
週あたり就業日数を短くする場合、両者の組み合わせなどがある。 
◆年平均労働時間    ：年単位での労働時間に基づく勤務時間帯の調整。 
◆集約勤務     ：所定労働日数よりも短い期間に集中して働く。週４日など。 （賃金はフル
タイムと同じだが、１日の所定労働時間を超えても時間外手当が支払われ
ない。 ） 
◆フレックスタイム  ：核となる時間帯を中心に始業・終業時間を選択できる。 
◆在宅勤務     ： 会社と自宅の双方で働くことを可能とする。フルタイムの場合も短時間の
                                                  
5  これらの取組以前に、70 年代から、男女雇用機会の均等に関する施策等が推進されている。主な
取組は、以下のとおり。1970 年「同一賃金法」 （1982 年改正） 、1975 年「性差別禁止法」 、 「雇用保
護法」 、1989 年「児童法制定」 （子どものいる家庭支援サービスという考え方を打ち出し、保育サー
ビスの提供に関する規制を実施。 ） 、 1993 年 「母性保護規定改正」 （EC の妊娠労働者指令 （92/85EEC)
に基づき改正（出産休暇、休暇、手当） ） 、1997 年「ハラスメント防止法」 、1997 年「行動準則の策




◆時差勤務     ：始業・終業時間をずらすことができる。小売業等で有効。 
◆学期間勤務    ：学校の休暇期間中に無給休暇を取ることができる。 





産業省（DTI）によれば、導入当初 1 年間で 100 万人（対象者の 1/4）が要求し、80-90 万人が利用
したといわれ、うちおよそ 1 割程度が男性とみられる。2006 年の FW-Act により、対象が成人の介
護責任を負う雇用者にも拡大された。 2007 年４月の貿易産業省 （DTI） のプレスリリースによれば、
新たに 260 万人の介護者が権利を得て、以前の対象者とあわせて、600 万人以上が権利を得たとさ
れる。 
 
  英国で主に WLB 施策として説明されているのは、WL-CP や FW-Act だが、先の表にあげた長時
間労働の是正や働き方の柔軟性を高めるためには、様々な関連する法や制度の整備も重要である。
1997 年以降の法・制度で関連すると考えられるものは、1998 年の労働時間規制、雇用審判所の設置







むことができるようにする」 、 「仕事と家庭生活の両立を図る上で、 家族自身がその選択を行いたいと
いう希望を尊重する」があげられている。この「子育て支援 10 か年計画」に先立ち、1997 年以降
2004 年までに保育関係の予算を約３倍に増やし、保育サービスの大幅な量的拡大をはかったが、大
規模な政策評価を実施した結果、 「保育サービスの柔軟性がなく、コーディネートもできていない」 、
「障がいのある子どもや少数民族の子どものサービスが不足している」 、 「保育の質が低い （法で規制





                                                  
6  Department for Education and Skills【2004】  
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表 3  子育て支援 10 ヵ年計画における 2010 年の到達目標 
・3 歳児と 4 歳児全てに対し、年間を通じ平日午前 8 時から午後 6 時まで、早期教
育に繋がる包括的な保育サービスの利用を可能にする。 
・5 歳～11 歳児全てに対し、 その所属学校、 早期教育提供者等での保育サービスを、
年間を通じ平日午前 8 時から午後 6 時まで利用可能とする。 
・全ての中等学校は午前 8 時から午後 6 時まで延長保育サービスのため開校する。  
・3,500 の地域に児童センターを設置 




の定着が高まる」 、 「実施することで多くの人材を惹きつけることができ、従業員の幅が広がる」 、 「新
規採用者のトレーニングコストが節約される」 、 「仕事の質が向上する（長時間労働は、仕事の質が低









取組とその効果について、以下のような指摘があった。2003 年に導入された FW-Act は、徐々に対














                                                  
7 “ Work-Life  Balance Employees’Survey”,“ Work-Life  Balance Employer Survey”2000





























業界にもよっても困難さは異なり、 自宅でできない仕事もたくさんある、 ということがわかっている。  
「柔軟な働き方」が女性のキャリアに与える影響については、以下のような指摘があった。Third 
Survey の結果では、実際に「柔軟な働き方」を選択している人の大半は、マイナス面はないと答え









短時間勤務とフルタイムでは時間当たり賃金は同じだが、 女性に短時間勤務が多く、 また短時間勤務 
  8
の多い仕事に女性が多いために年収が低くなる。 育児休暇をとると１年以内なら同じ収入レベルの仕


































は、 短時間勤務を選択しても実際には仕事量が減っておらず、28 時間の契約でも 35 時間働いている
というケースも少なくない。また、短時間勤務で働く女性は、最重要な仕事だけにフォーカスしがち
であり、おしゃべりをしたり、飲みにいかない。さらに、ミーティングも一部しか出られないと、職
                                                  








英国の WLB 先進企業における基本的な考え方は、 従業員の多様な就労ニーズを認めることで、 多様
なビジネスニーズに対応するというものである。 雇用主は、 従業員のリテンション・コミットメント・
モチベーションを高める効果に期待している。また、法律は 16 歳以下の子ども（障がい児は 18 歳以
下）を養育する雇用者、成人の看護をする雇用者の「柔軟な働き方」を認めているが、先進企業は、
全従業員を対象に実施している点に特徴がある。 正式な雇用契約の変更ではなく、 職場でのインフォ
ーマルな手続きによる取組も行われている。NPO 法人 Working Families による先進企業７社 3,580
人の従業員調査によれば、約７割がインフォーマルでの利用となっている。 
先進企業が取組において重視しているのは、 「職場マネジメントの改革」である。 「 「柔軟な働き方」
に対応した職場マネジメントへの転換」ということである。具体的には、下表のような取組があげら
れる。 




◆人事評価運用支援  ※公正な評価のための取組 










  正社員：86,370 人  （うち、フルタイム：81,150 人、短時間勤務・ジョブシェア：5,120 人） 
             フルタイムのうち、 男性 ： 66,674 人、 女性 ： 14,476 人 （女性比率 ： 17.8％）
             短時間勤務のうち  男性：781 人、女性 4439 人（女性比率：86.7％）





                                                  



















































グをする」 、 「インフォーマルにチームで社会的な活動をする」 、 「回数を減らしても質のよい会合
の工夫をする」 、 「管理職からコミュニケーション機会を積極的につくる」など。 
○  ベストボスアワードという賞も設けている。部下が投票し、本社で表彰を行う。 




























































計画の開始前の時点でも、英国の家族向け社会保障給付費の対 GNP 比は、日本や OECD24 か国平
均と比較しても高く、このレベルからさらに充実をはかっている。 
 
                                                  




図 1  家族へのサービス



















































Cash Services Tax breaks towards family OECD-24 (2.4%)
 









































  （出所）OECD“Babies and Bosses - Reconciling Work and Family Life (Vol. 5)” 
 
  政策の評価については、先に紹介した Third Survey のみならず WLB-CP や WF-Act についての
政策評価が実施され12、取組の進捗状況・効果を確認し、WLB 関連の様々な広報資料等に用いられ
ており、企業への取組を促す一定の効果があったとみられる。WLB 施策のみならず、子育て支援に
ついても、 「子育て支援 10 か年計画」が策定される前に、以前の取組に関して大規模な調査を実施
                                                  
11  サービスには、子どもを対象とした「手当て・給付」 、 「産休・育休手当て」 、 「保育サービス」が含まれ
る。 
12  Department of Trade and Industry（DTI） 【2004】 “The evaluation of the Work-Life Balance 
Challenge Fund”，Department  for  Business Innovation &Skills（BIS） 【2010】 “WORK AND 
FAMILIES ACT 2006 EVALUATION REPORT”  
  14
し、その後も継続的に効果を検証している。評価の視点としては、 「プログラムの理解度が高まって
いるか」 、 「親の就業可能性の拡大につながっているか」 、 「子どもの発達によい影響を与えたか」など
があげられる。 このように、 実施した施策を長期的な視点で評価しつつ進化させていくことが重要で

























(出所）BERR  “The Third Work-Life Balance Employer Survey:  Main findings”Dec.2007   
（注）・従業員５人以上の事業所の人事担当者を対象とした調査。 
      ・Second Work-Life Balance Employment Survey は 2003 年に実施。 
      ・回答数は、WLB2：1,509 件、WLB3：1,462 件。 
 



































(出所）BERR  “The Third Work-Life Balance Employer Survey:  Main findings”Dec.2007   
（注）・従業員５人以上の事業所の人事担当者を対象とした調査。 
      ・回答数 1,462 件のうち、「わからない」、「無回答」を除く 1,455 件を対象として集計。 
 



















  男女間の格差については、 女性に利用が偏りがちである点があげられる。 特に短時間勤務が顕著で






72 9 6 3













図 5  英国・日本の年齢階級別女性労働力率の推移 
＜ 英  国 ＞               ＜ 日  本 ＞  
 
出所：ILO  LABORSTA １ A。 





表 5  末子の年齢別女性の就労率の推移 
Age of youngest child 2003 2006 2009
% in employment % in employment % in employment
Less than 1year 48.8% 53.9% 55.8%
1 to under 2 years 48.7% 50.0% 51.8%
2 to under 3 years 51.3% 54.6% 54.1%
3 to under 5 years 56.5% 58.1% 56.8%
5 to 10 years 68.0% 67.6% 66.9%
11 to 15 years 72.0% 71.0% 70.7%
16 to 18 years 66.9% 65.1% 62.5%
No dependent children 75.7% 76.3% 76.1%
All women 69.6% 70.0% 69.4%  
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出所：Eurostat（Online)  Site3-TGM table  http://epp.eurostat.ec.europa.eu/portal/  2008.08,   
    ア メ リ カ ： N C H S “ N a t i o n a l  C e n t e r   f o r   H e a l t h   S t a t i s t i c s ” （ O n l i n e ) （ 1 9 95-2003 年）， 
CIA“The World Factbook”  https://www.cia.gov/library/index.html（2004-2006 年）2008.08       







図 7  英国と日本の就労時間分布（男女別）  2007 年 










































（出所）OECD Family Database  www.oecd.org/els/social/family/database 












































(1)  労働時間 
  日英の労働時間分布をみると、英国では「35 時間未満」の割合が高く、特に、性別で見ると、 「女




しており、 子どもの有無に関わらず５割以上を占める。 ただし、 英国女性と異なり、 日本の女性は 「35
時間未満」の割合は低い。 
                                                  
13  アンケート調査の概要は以下のとおりである。 
①  日本：個人調査 
対象：従業員 100 人以上の企業約 10000 社を対象に人事部門から、各社 10 名程度のホワイトカラ
ー職の正社員に調査協力を依頼してもらい実施。 
方法：企業に対して、調査票を郵送し、回答者個人から直接郵送により返送。 
有効回答：10,069 人  調査実施時期：2009 年 12 月-2010 年１月 
②  英国：個人調査 
対象：Toluna 社のモニターのうち、規模 250 人以上の民間企業に勤務するホワイトカラー正社員
（permanent worker） 。 





働免除等の働き方を利用できる権利が認められている。 英国は、 先に述べた Work and Families Act 2006
を指す。対象となる子の年齢や権利の強さ等は日英で異なる。  
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表 6  正社員の週当たり平均労働時間 
35時間未満 35-41時間 42-48時間 49-59時間 60時間以上 n
4.8% 33.5% 31.7% 22.3% 7.7% 9485
男性 5.1% 24.2% 32.6% 27.7% 10.3% 6409
女性 4.2% 53.0% 30.0% 10.8% 2.0% 3002
4.8% 28.3% 31.4% 26.0% 9.5% 4652
男性 4.6% 22.2% 32.5% 29.6% 11.1% 3880
女性 5.6% 59.0% 26.3% 7.7% 1.4% 771
21.7% 49.8% 17.0% 7.8% 3.8% 979
男性 13.7% 47.8% 22.8% 11.4% 4.2% 473
女性 29.1% 51.8% 11.5% 4.3% 3.4% 506
23.3% 44.9% 22.4% 7.1% 2.3% 437
男性 10.2% 43.9% 32.1% 10.6% 3.3% 246















増やす 変えない 減らす わからない 無回答 n
7.9% 49.0% 24.7% 17.7% 0.7% 10069
男性 8.6% 49.2% 24.1% 17.8% 0.4% 6708
女性 6.5% 49.2% 26.0% 17.6% 0.6% 3258
7.4% 49.8% 26.1% 16.4% 0.3% 4869
男性 7.9% 49.8% 25.0% 17.0% 0.2% 4031
女性 4.8% 49.8% 31.4% 13.5% 0.5% 837
11.5% 58.1% 15.7% 14.6% － 979
男性 11.0% 59.2% 13.1% 16.7% － 473
女性 12.1% 57.1% 18.2% 12.6% － 506
8.2% 57.0% 19.2% 15.6% － 437
男性 8.1% 57.7% 15.0% 19.1% － 246




















表8  労働時間別  現在の賃金を前提とした労働時間の選好 
増やす 変えない 減らす わからない 無回答 n
8.0% 49.2% 24.8% 17.7% 0.2% 9411
35時間未満 7.5% 39.5% 33.6% 19.5% 0.0% 456
35ｰ41時間 9.4% 54.6% 18.3% 17.3% 0.3% 3145
42ｰ48時間 8.2% 54.5% 19.0% 18.1% 0.2% 2989
49時間以上 6.2% 39.3% 36.8% 17.5% 0.2% 2821
7.4% 49.9% 26.2% 16.4% 0.1% 4651
35時間未満 6.3% 40.3% 38.5% 14.9% 0.0% 221
35ｰ41時間 9.1% 55.8% 20.4% 14.5% 0.2% 1316
42ｰ48時間 8.3% 55.9% 18.5% 17.2% 0.1% 1463
49時間以上 5.4% 41.2% 35.9% 17.5% 0.0% 1651
11.5% 58.1% 15.7% 14.6% － 979
35時間未満 23.6% 56.1% 7.5% 12.7% － 212
35ｰ41時間 9.0% 63.1% 13.5% 14.3% － 488
42ｰ48時間 6.6% 58.4% 18.7% 16.3% － 166
49時間以上 7.1% 39.8% 36.3% 16.8% － 113
8.2% 57.0% 19.2% 15.6% － 437
35時間未満 19.6% 61.8% 10.8% 7.8% － 102
35ｰ41時間 5.6% 56.6% 21.9% 15.8% － 196
42ｰ48時間 4.1% 61.2% 17.3% 17.3% － 98























えば不満 不満 無回答 n
8.0% 28.0% 31.9% 20.7% 10.0% 1.4% 10069
男性 7.4% 27.7% 33.2% 20.9% 10.4% 0.3% 6708
女性 9.5% 29.2% 29.9% 20.9% 9.4% 1.0% 3258
7.4% 26.7% 32.3% 22.2% 11.0% 0.5% 4869
男性 7.0% 27.3% 32.9% 21.6% 10.8% 0.3% 4031
女性 9.0% 23.7% 29.3% 25.0% 11.8% 1.3% 837
21.0% 39.4% 14.6% 17.5% 7.5% － 979
男性 19.9% 38.3% 16.5% 18.0% 7.4% － 473
女性 22.1% 40.5% 12.8% 17.0% 7.5% － 506
19.5% 40.0% 15.3% 17.2% 8.0% － 437
男性 17.1% 40.7% 15.9% 17.1% 9.3% － 246
































                                                  
15  日本の育児休業法が施行されたのは 1992 年であり、英国の制度導入は 1999 年。  
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図9  【子ども・配偶者のいる男女】配偶者の働き方 






























の選択肢について聞いたところ、 日本では、 男女ともに約９割が 「通常のフルタイム」 で働いている。













                                                  
16 総務省「労働力調査」によれば、 「男性雇用者と無業の妻からなる世帯」と「雇用者の共働き世帯」の





図10  現在の働き方（複数回答） 


































































女性(n=506) 子のいる女性(n=191)  
出所：経済産業研究所「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する国際比較調査」(2010 年実施) 
 
(3)  働き方とキャリア意識 
 
















                                                  
18  短時間勤務の職場での運用課題については、 三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング 【2010】 に詳しい。  
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  では、日本よりも多く「柔軟な働き方」が選択されている英国では、どのような職場環境が、 「柔






  本稿では、 「短時間勤務の運用の容易さ」と「職場の生産性」に対して、どのような職場や上司が
プラスに作用するのかを計量的に分析する。 
  まず、 「柔軟な働き方」の主な選択肢である「育児・介護休業」 、 「短時間勤務」 、 「フレックスタイ










                                                  
19  「女性活躍の風土」勤め先の女性活躍の程度に関して「女性が活躍する上での生涯は  
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  職場の特徴を示す目的で、アンケート調査の３問に設定された下表の 31 の項目を主成分分析によ
り集約し、６つの分類軸を得た。①支援的上司（業務量や重要な業務が特定の部下に偏らない、部下











表 10  職場環境についての主成分分析 
第１主成分 第２主成分 第３主成分 第４主成分 第５主成分 第６主成分
a）仕事量は多い .038 .763 -.076 .041 .003 .135
b）締め切りや納期の余裕がない .043 .751 .026 .175 -.034 .016
c）担当業務の内容は明確化されている .299 -.060 .114 .752 .087 .108
d）仕事の手順を自分で決めることができる .141 .334 .121 .204 .235 -.628
e)職務遂行に必要な能力（知識・技能要件）が明確である .191 .204 .149 .770 -.019 .017
f)自分の仕事上の知識・技能は他社に転職しても役立つ .016 .368 .183 .538 -.093 -.078
g)自分の仕事は他と連携して行うものである .090 .211 .170 .333 .106 .550
h)他部署との折衝が必要な場合が多い .060 .665 .056 .075 .114 -.143
i)仕事を進める上で非公式な調整に時間がかかる .022 .593 .001 .005 .317 -.167
j)突発的な業務が生じることが頻繁にある -.036 .739 .089 .002 .035 .054
a）急な仕事に対応することが自分の評価につながる .265 .505 .184 .088 .033 .154
b）残業や休日出勤に応じる人が高く評価される .489 .127 .132 -.072 .292 .104
(c) 上司は、業務量や重要な業務が特定の部下に偏らないように配慮している .814 -.016 .172 .135 .107 -.002
(d) 上司は、部下のキャリアおよびライフビジョンをよく理解した上で、時間を
かけて目標等を設定し業務を配分している
.826 .032 .150 .126 .135 -.026
(e) 上司は、業務の進捗を適切なタイミングで確認している .761 .105 .069 .097 .105 .142
(f) 上司は、評価結果を納得がいくようにきちんとフィードバックしてくれる .843 .047 .150 .088 .013 .026
(g) 上司は、部下の育成に熱心である .794 .050 .170 .169 .051 .007
(h) 上司と部下のコミュニケーションはよくとれている .850 .053 .202 .059 .006 -.016
(i) 上司は、部門のメンバー内での情報を共有するように工夫している .806 .041 .191 .095 .005 .019
(j) 上司自身がメリハリをつけた仕事の仕方をしている .831 -.016 .138 .100 .072 -.012
(k) 上司は、部下の仕事以外の生活や家庭のことに配慮している .743 .041 .281 .052 -.029 -.099
(l) 上司は、男性の部下も女性の部下も公平に扱っている .664 .071 .323 .043 -.123 -.059
(a) 仕事が終わっても周りの人が残っていると退社しにくい .032 .116 -.099 .016 .818 .048
(b) 効率よく仕事を終わらせても他の人の仕事をまわされる -.083 .343 -.024 -.171 .486 .486
(c) 所定の労働時間内で仕事を終えようとする雰囲気がある .139 -.003 .419 .151 .123 .354
(d) 職場の同僚間のコミュニケーションは良好である .396 .045 .703 .056 .041 .028
(e) 日常的に仕事が終わってから職場の人と飲みに行くことが多い .242 .049 .249 .052 .636 -.066
(f)  職場には、同僚同士で仕事のノウハウを教えあう風土がある .367 .055 .710 .101 .058 .038
(g) 職場のメンバーの仕事を替わることができる人が職場にいる .138 .007 .556 .199 .057 .386
(h) 性別にかかわりなく能力を発揮できる .361 .170 .581 .128 -.074 -.042
(i) 性別や役職に関係なく育児や介護など家庭の事情で仕事を休むことは当たり
前という雰囲気がある
.379 .065 .585 .093 .029 -.247
固有値 7.462 3.293 2.803 1.891 1.689 1.438
寄与率 24.070 10.622 9.043 6.100 5.448 4.639




  上記でまとめた職場環境と、 「柔軟な働き方」に関する制度の導入状況、制度利用者の有無、自社














表 11  短時間勤務の運用に関する職場の要因分析：英国 
イギリス
支援的上司 .064 .914 *** -.003 .945 ***
業務多忙・折衝有 -2.327 *** -.252 -2.522 *** -.374
代替可能・公正 .506 -.393 .514 -.473
業務・能力明瞭 1.067 *** .469 1.224 *** .672 **
付き合い多 .255 ** .352 *** .289 *** .354 ***
裁量度低 .047 .168 -.125 .046
フレックスタイム制度ありＤ .986 *** .759 *** －－ －－
在宅勤務制度ありＤ .247 * .058 －－ －－
2-2．柔軟な働き方の利用
育児介護休業利用ありＤ － － － － -.029 .081
短時間勤務制度利用ありＤ － － － － .894 *** 1.025 ***
フレックスタイム制度利用ありＤ － － － － .940 *** .758 ***
在宅勤務制度利用ありＤ － － － － -.124 .201
.781 *** .733 *** .811 *** .664 ***























  有意水準：***P<.01,**＜.05，＋＜.10 
 
 表 11 が英国の結果であるが、短時間勤務運用の容易さについては、モデル１では、職場環境のう
ち、 「業務多忙で折衝が必要である」ことがマイナスの影響を及ぼしている。また、 「業務や必要な能
力が明瞭」 、 「付き合いの多さ」についてはプラスとなっている。 「柔軟な働き方」の制度としては、






  次に、日本についてみると、短時間勤務制殿運用の容易さについては、モデル１では、 「業務多忙
で折衝が多いこと」 、 「付き合いの多さ」 、 「裁量度の低さ」がいずれもマイナスとなっている。  
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表 12  短時間勤務の運用に関する職場の要因分析：日本 
日本
支援的上司 .010 .172 ** .363 -.411
業務多忙・折衝有 -.260 *** .020 -.620 ** -1.312 ***
代替可能・公正 .122 ** .177 ** .232 1.052 ***
業務・能力明瞭 .211 *** -.137 .653 *** .555
付き合い多 -.494 *** -.014 -1.257 *** -1.254 *
裁量度低 -.241 *** .131 -.268 .757 **
フレックスタイム制度ありＤ .209 *** .272 *** －－ －－
在宅勤務制度ありＤ -.204 ** .359 *** －－ －－
2-2．柔軟な働き方の利用
育児介護休業利用ありＤ － － － － -.358 -.295
短時間勤務制度利用ありＤ － － － － .251 .223
フレックスタイム制度利用ありＤ － － － － 1.392 *** -.057
在宅勤務制度利用ありＤ － － － － -.262 .313
.332 *** .160 * -.115 -.145



























































  モデル２については、 制度の有無ではなく、 実際に制度の利用者がいるかということを説明変数に
入れているが、日本の場合は、フレックスタイム制度の利用のみがプラスになっており、短時間勤務
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